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労働法政策を比較法的視点から
考える重要性

荒木　尚志

I　労働法改革論における比較法的視点

　雇用システムの大きな転換期にあって，雇用労
働法制に関する様々な改革論が盛んである。しか
し，近時の労働法改革論には，諸外国と日本の法
制ないし人事実務が異なる点に着目し，日本の制
度改革が必要であるとの認識から出発する例もあ
るようである。
　諸外国の法制を参考に日本の各個の法制度（例
えば労働時間制度や解雇制度等）の改革を論ずる場
合，往々にしてその制度の全体的な把握を忘れて
日本との相違点にのみ着目し，諸外国にならった
法改正をすべきとの議論が生じやすい。しかし，
各国の法制度は，それぞれの雇用システムにおい
て，なぜ形成され，どのように運用され，そして
いかなる問題を抱えているのかを把握して初めて
有用な参考とすべき情報となる。
　この小論では，しばしば参考とされるアメリカ
と EU・欧州諸国の労働法制を例に，比較法的視
点を踏まえた政策論の重要性について触れてみた
い。

II　解雇が自由な労働市場における労働法制度

1　解雇自由と労働市場
　アメリカの労働法制度を参考とする場合に常に
留意すべきは，アメリカは先進国の中で唯一，な
お解雇自由が原則として維持されている希有な労
働市場を持つ国ということである。すなわち，法
律（各種の差別禁止法等），協約，そして労働契約
で解雇を制限する合意が認定される例外的な場合
でないかぎり，解雇には正当事由が要求されず 1），
解雇自由がデフォルトルールとなっている 2）。

　アメリカ国内では，伝統的な解雇自由（随意的
雇用 Employment�at�will）原則がいかに修正され
ているかをめぐる議論が盛んである。確かに，パ
ブリック・ポリシーの法理，黙示的契約の法理，
誠実・公正義務条項の法理等により，純然たる解
雇自由原則は修正されてきている。しかしそれは，
使用者の意向に反して証人として使用者に不利な
真実を述べたことに対する報復的解雇すらも適法
とされていたものが，ようやく違法と評価される
に至った等，アメリカ国内での過去と現在の比較
における議論に過ぎない。欧州や日本と比較すれ
ば，アメリカでは依然として（差別的解雇等，法
が特に禁止した事由による解雇を除くと 3））解雇自由
原則が強固にその雇用システムを支配している 4）。
　欧州や日本では解雇に正当事由や客観的合理的
理由が必要で，経済的解雇にも種々の制約がある。
これらの国の労働市場は，あくまでその法規制の
枠内でその市場機能を発揮することになる。これ
に対して，解雇に原則として正当事由が要求され
ないアメリカは労働市場が他の市場と同様にその
まま市場機能を発揮しうる特異な存在である。そ
の結果，アメリカの労働関係にかかわる法制度の
位置づけには注意を要する。
　例えば，欧州でも日本でも有期雇用は不安定雇
用の代表であるが，アメリカでは無期雇用労働者
はいつでも解雇可能であるのに対して，有期雇用
は，その期間は自由に解雇できないという意味で
例外的に雇用保障のある雇用である 5）。アメリカ
で有期契約が活用される典型的場面は，使用者が
一定期間雇用を確保したい上級労働者を雇用する
場合である。
　解雇の金銭解決も大多数の解雇は自由であるの

労働政策の展望―労働政策や労働研究の中長期的な展望等について考察し提言する



日本労働研究雑誌� 99

でそもそも問題とならず，差別的解雇や契約上の
解雇制限に反して違法とされた解雇等，例外的な
場合にその損害賠償が問題となるに過ぎない。こ
れを欧州諸国における金銭解決制度と同次元で議
論するのは適切でない。
　解雇が自由で労働力調整が柔軟であるというこ
とは，同時に，労働条件調整も柔軟にできるとい
うことである。アメリカの場合，使用者は労働条
件引下げを提案し，労働者がそれを受諾しない場
合，解雇し，外部労働市場から当該条件を受け入
れる者を雇い入れればそれですむ。解雇が自由で
はない日本やドイツには，就業規則の合理的変更
法理や変更解約告知という労働条件変更のための
独特の法理が生成発展しているのに対して，アメ
リカでは使用者の提示する労働条件が妥当か否か
は外部労働市場が判断する（提示条件が低く応募
者がいない場合には，使用者は労働条件引き上げを
迫られる）という仕組みである 6）。
　かかるアメリカの雇用システムでは，提案を拒
否して解雇されたくない労働者は提案を受諾せざ
るを得ないことになる。アメリカでは，解雇の自
由から導かれる市場調整機能の尊重は，契約論で
は，個別合意の尊重として立ち現れる。そして，
使用者と労働者の交渉力格差は殆ど捨象され，合
意した以上それに拘束されるという古典的契約論
がなお強固に妥当している。
2　市場調整機能＝個別合意の尊重
　アメリカで労使間の交渉力格差が捨象された個
別合意がそのまま尊重される一つの場面が，近時，
日本でも産業競争力会議で解禁 7）すべしと話題
になった雇用仲裁である。
　アメリカでは 1991 年および 2001 年の連邦最高
裁判決 8）を契機に，使用者と個別労働者が合意
して仲裁人を選任し，その裁定を終局的な紛争解
決とする雇用仲裁（employment�arbitration）9）が，
裁判に代替する紛争解決制度として盛んに活用さ
れるようになった。その背景には，使用者は陪審
審理リスクを含めて訴訟を回避したいとの意向が
あり，他方，労働者もコストのかかる訴訟提起が
現実的な選択肢ではないという状況がある。すな
わち，雇用仲裁は，専門家たる中立の仲裁人によ
り，雇用紛争を柔軟・迅速・安価に解決する

ADRとして，労使双方にメリットがあるとの指
摘も多い。しかしこれはあくまでアメリカにおい
て，訴訟と比較した場合の雇用仲裁のメリットで
ある。
　欧州や日本では労働裁判所や労働審判等，雇用
紛争を柔軟・迅速・安価に処理する公的紛争解決
機関が存在する。これに対して，アメリカの雇用
仲裁は，その費用を原則として使用者が負担する
こと，使用者のみがリピートプレーヤーとなって
仲裁人選出で有利な情報を持つ傾向にあることか
ら，仲裁人選出や仲裁判断の中立性に問題がある
との実証研究がある 10）。
　雇用契約に起因するすべての紛争を仲裁で処理
するという仲裁合意は，制定法（差別禁止法や労
働保護法）で保障された権利を含めて，提訴する
権利を放棄する合意を意味する 11）。採用時に，
仲裁付託（提訴権放棄）合意書にサインを求めら
れれば，採用されるには労働者は合意するほかな
い。このような合意の効力を 5対 4の僅差の多数
意見でそのまま肯定するのが現在の連邦最高裁の
立場である。これに対し，実態としての雇用仲裁
の中立性を疑問視する立場からは，労働者は合意
したのだから拘束されるという形式的合意論には
批判が強い。そして，交渉力に格差のある雇用関
係や消費者関係については仲裁合意の履行強制を
禁止する仲裁公正法（Arbitration�Fairness�Act）の
法案が何度も提出されているが成立には至ってい
ない 12）。アメリカの雇用仲裁の現状については，
アメリカ国内でも評価が大きく分かれていること
も認識しておくべきであろう 13）。

III　解雇が自由でない国におけるFlexicurity の模索

　雇用量も労働条件も柔軟に調整可能なアメリカ
では，雇用保障 security の欠如が問題となるこ
とはあっても，雇用関係にいかにして flexibility
を取り込むかは課題とはならない。これに対して，
解雇に正当事由を要求し，解雇を一般的に制約し
ている欧州諸国では雇用保障 security はあるが，
flexibility の欠如が高失業等の問題をもたらして
おり，その解決が労働法制にとっての大きな課題
となっていた。2000 年代半ば以降の EU では，
これに flexibility と security とを合体させた
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flexicurity という造語を当てて，両者のバランス
を採る政策が唱道された 14）。Flexicurity につい
て当時，一世を風靡したのは，2004 年の OECD�
Employment�Outlook で Golden�Triangle として
賞賛されたデンマーク・モデルである。
　デンマーク・モデルの flexicurity は，経済的
解雇は緩やかに認め，そこで生じた失業者に対し
ては，国家が職業訓練・失業保険という safety�
net を提供するという，いわば「外部市場型
flexicurity」であった。しかし，2008 年以降の経
済危機による失業率高騰でデンマーク・モデルは
魅力を失い，代わって，ワークシェアリング等に
よる雇用維持で失業率を低く抑えつつ高い経済パ
フォーマンスを達成した，ドイツ・モデルが脚光
を浴びることになる 15）。柔軟な労働パターンや
労働時間調整等，企業内部における flexibility に
より雇用を維持する「内部市場型 flexicurity」へ
のモデルシフトが生じている。
　この点，日本が解雇権濫用法理によって雇用関
係に security を導入し，その結果生ずる量的柔
軟性の欠如を補うために採用したのが，就業規則
の合理的変更法理という労働条件調整における柔
軟性法理であった。日本は解雇権濫用法理と就業
規則の合理的変更法理という二大判例法理によっ
て内部市場型flexicurity を 1960年代末から展開・
定着させてきて，それが 2007 年の労働契約法に
よって制定法上も正面から採用されたといってよ
い 16）。
　柔軟性を欠いた雇用システムは変化に対応でき
ない。しかし，変化に対応する柔軟性には雇用量
の調整（量的柔軟性 numerical�flexibility）のみなら
ず，雇用関係内部における労働条件調整の柔軟性
もある。量的柔軟性を拡大することは，アメリカ
がそうであるように，労働条件調整も柔軟となり，
結果として労働者にとっての security が失われ，
バランスの取れた flexicurity には至り難いこと
にも留意しておくべきであろう。

IV　Flexicurity と非正規雇用

　日本において，比較的バランスの取れた内部市
場型 flexicurity が適用されるのは，あくまで正
規労働者であって，非正規労働者（パート労働者，

有期契約労働者，派遣労働者）は，その埒外に置か
れていた。ところがこの非正規雇用が労働者の 3
分の 1以上を占めるに至り，非正規雇用問題が，
現在，日本の労働法政策にとって最大の課題と
なっている。
　日本の労働法制は 2000 年代後半から非正規雇
用問題への取り組みを開始し，2007 年パート労
働法改正，2012 年労働者派遣法改正，2012 年労
働契約法改正（有期労働契約関係），2014 年パート
労働法改正と，非正規労働者保護，正規・非正規
の格差是正のための法政策を展開してきた。ここ
で参考とされたのが欧州の非典型雇用に関する
EU指令および各 EU加盟国における非典型雇用
法制である。
　しかし，ここでも比較法的検討を踏まえた慎重
な吟味が必要となる。例えば正規・非正規の格差
是正についてEUで主として問題となっているの
は，基本給の格差ではなく，手当や福利厚生等の
フリンジ・ベネフィットをめぐる争いである。職
務給制度が中心の欧州諸国では，正規・非正規に
かかわらず，基本給については産業別協約で定め
られた協約賃金が適用されるのが一般であるため
である。ところが，日本では正規・非正規の処遇
格差はまさに基本給において大きな問題となって
いる 17）。
　また，EU指令で非差別原則（Principle�of�non-
discrimination）と呼称されていても，それがいわ
ゆる差別禁止規制，すなわち有利にも不利にも異
別取扱いを禁止する同一取扱い（均等取扱い）を
要請しているのか，片面的に不利益取扱いのみを
禁止する（有利な扱いは許容する）のか等の検討
を経ないと，その規制の真の意味は明らかとなら
ない 18）。
　2012 年労働契約法改正，2014 年パート労働法
改正では，このような点に留意しつつ，EU諸国
とは異なる，有期労働契約・パート労働を理由と
する「不合理な労働条件の禁止」という日本独自
のアプローチが採用された。

V　労働立法のあり方

　労働立法のあり方自体についても，比較法的に
は種々留意すべき点が指摘できる。
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1　多様化する労働者に対応した立法のあり方
　日本でも諸外国でも，労働者の多様化が顕著で，
その多様な対象に対して如何にして実効的な法規
制をなしうるのかが課題となっている 19）。法規
制とは国家という最も中央集権的レベルで規範を
設定するものであるため，労働者や就業形態が多
様化してくると，一律の法規制が必ずしも適切で
ないことがある。
　これに対処するには，適用除外方式と特別規制
方式という 2 つのアプローチがあり得る 20）。ア
メリカでよく見られるのが，適用除外方式で，労
働時間規制におけるホワイトカラー・エグゼンプ
ションはその一例である。アメリカの公正労働基
準法におけるエグゼンプトに該当すると，文字通
り公正労働基準法は適用除外となり労働時間規制
は一切適用されなくなる。これに対して，一般規
制の適用が妥当でない場合に，一般規制は適用し
ないが，別途特別の規制を施すことで対応するの
が特別規制方式である。現在，国会に提出されて
いる高度プロフェッショナル制と呼称される制度
は，一般規制である最長労働時間規制や割増賃金
規制は不適用とするが，労働者の健康確保のため
に一般規制にはない特別の規制（①休息時間・深
夜勤務規制，②健康管理時間の上限規制，③ 4 週 4
日かつ 1 年 104 日休日規制規制，の 3 つのうち 1 つ
を実施等）を施そうとするもので，特別規制方式
に属する。そうすると，これをアメリカの適用除
外方式を指すホワイトカラー・エグゼンプション
と呼ぶのは，ややミスリーディングである。
　法規制を多様化した労働関係にそのまま適用す
るのが妥当でない場合に，法の潜脱となることな
く実効的な規制とするための工夫として，欧州で
は労働組合等の集団的合意を条件に法定基準の引
下げを許容する仕組み（しばしば derogation と呼
ばれる）が用いられている。これも（単なる適用
除外方式もありえなくはないが，一般規制からの逸
脱の限界も取り決めるのが通例で）特別規制方式の
一つということができる。日本でも労働基準法で
は，その法規制を緩和する手段として事業場の過
半数代表と使用者との労使協定という仕組みが多
用されている。
　労働者の多様化に対応した異別取扱いの手法に

ついては，アメリカの客観基準を定めた適用除外
方式，欧州の産別組合を中心とした労使合意によ
る derogation の仕組み，それぞれから比較法的
に種々の示唆を得ることが可能である。特に，過
半数組合が存在しない場合に過半数代表者という
個人を derogation の担い手として認める現行制
度は，はたして適切なのかについて，真剣に検討
すべきであろう 21）。
2　労働立法の立案のあり方
　最後に，労働立法がどのようなプロセスで立案
されるべきか，という問題も現在重要な課題と
なっている。アメリカでは，特に労働立法のため
の立案プロセスといえる確立したものはないよう
である。
　これに対して，欧州では，労働立法は基本的に
中央レベルの労使が合意し，それが法律案の原案
となるというネオ・コーポラティズムが見られる。
典型的なのはフランスであるが，EUでは EUレ
ベルの労使合意を指令に転化する仕組みが正面か
ら採用されている 22）。
　日本は三者構成の審議会方式を採ってきたが，
2000 年代以降，官邸主導の労働政策決定プロセ
スが展開しつつある。労働立法の一つの特徴は，
法と適用対象たる国民（使用者・労働者）の間に，
労働組合や使用者団体という中間団体が存在し，
その中間団体が労働協約や労使協定を締結し，ま
た，法の履行確保に大きな役割を担っているとい
う点である。この履行確保の当事者が立案プロセ
スに関与し，そのコンセンサスを得た上でなされ
る立法と，そうではない立法では，その実効性に
も大きな差が出てこよう。とりわけ，労働者・雇
用関係が多様化した現在，労働法政策の実現手段
は，決して伝統的な刑事罰や行政監督で規律する
hard� law のみではなく，当事者にインセンティ
ブを与えたり，情報を公開して市場機能を活用す
るなど，soft� law を含む多様な政策実現手段が模
索されている 23）。こうした現代の労働法政策の
立案過程に労使当事者が関与すべき必要性は，以
前にも増して高まっている。同時に，労使関係者
には，旧来の手法・発想にとらわれずに時代の要
請に対応した政策立案能力が要請される。このよ
うな観点も踏まえて，労働政策立案過程の比較法
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的検討も重要な課題といえよう。

 1）全米 50 州のうち，唯一モンタナ州のみが解雇に正当事由
を要求する州法を制定している。

 2）中窪裕也『アメリカ法（第 2版）』305 頁以下（2010 年），
同「『解雇の自由』雑感─アメリカ法からの眺め」菅野和
夫他編『友愛と法』344 頁（2007 年），岩村正彦「諸外国の
解雇法制の潮流」野田進他編『解雇と退職の法務』42 頁
（2012 年）等参照。
 3）なお，差別禁止法制の発展したアメリカでは，特に大企業
の場合，差別訴訟のリスクが，事実上合理性のない解雇を抑
制している可能性には留意しておく必要がある。

 4）2014年にアメリカ法律協会（American�Law�Institute）が
雇用法（Employment�Law）について初めて策定したリス
テートメント（法律のような拘束力はないが判例を中心とし
た現在の法理論状況を示す重要な文書として裁判でもしばし
ば引用される）も，別段の合意がなされない限り，解雇自由
原則が支配することを確認している。

 5）雇用リステートメントでも，解雇自由（随意的雇用）原則
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